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介
護
保
険

お
知
ら
せ

平
成
２０
年
度

介
護
保
険
料（
普
通
徴
収
）の

納
期
の
お
知
ら
せ

介
護
保
険
料
を
普
通
徴
収
で
納

め
て
い
た
だ
く
皆
さ
ん
の
納
期
は

次
の
と
お
り
で
す
。

納期限
平成２０年７月３１日（木）

９月１日（月）
９月３０日（火）
１０月３１日（金）
１２月１日（月）
１２月２５日（木）

平成２１年２月２日（月）
３月２日（月）
３月３１日（火）

期別
１期
２期
３期
４期
５期
６期
７期
８期
９期

な
お
、
口
座
振
替
日
は
各
月
２５

日
で
す
。（
土
・
日
曜
日
、
祝
日
の

場
合
は
翌
営
業
日
）

ま
た
、
年
度
途
中
に
支
払
方
法

が
普
通
徴
収
か
ら
特
別
徴
収
（
年

金
天
引
き
）
に
変
わ
る
方
も
い
ら
っ

し
ゃ
い
ま
す
。
対
象
者
に
は
、
７

月
中
旬
に
『
平
成
２０
年
度
介
護
保

険
料
決
定
通
知
書
』
を
送
付
し
ま

す
の
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ

役
場
介
護
保
険
課
総
務
管
理
係

�
９
８
５
―
４
１
１
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「
松
前
町
都
市
計
画

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
を

策
定
し
ま
し
た

学
識
経
験
者
や
町
民
代
表
者
に

よ
る
策
定
委
員
会
で
検
討
を
重
ね
、

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
、
縦
覧
及
び
意
見
陳
述
会
に
よ

り
、
町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
多
く
の

ご
意
見
を
い
た
だ
い
て
、
２０
年
後

の
松
前
町
の
将
来
像
を
描
い
た
「
松

前
町
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」

が
完
成
し
ま
し
た
。

こ
の
計
画
は
、
都
市
計
画
の
総

合
的
な
指
針
と
し
て
、
土
地
利
用

の
あ
り
方
や
道
路
・
公
園
・
下
水

道
の
整
備
を
は
じ
め
、
ふ
だ
ん
暮

ら
し
て
い
る
地
域
を
ど
の
よ
う
に

す
る
か
を
定
め
た
も
の
で
す
。

計
画
書
は
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http
://w

w
w
.tow
n.m
asaki.

ehim
e.jp/

）
や
役
場
ま
ち
づ
く
り

課
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

役
場
ま
ち
づ
く
り
課

計
画
建
築
係

�
９
８
５
―
４
１
２
４

中
国
大
連
・
松
前
交
流
演
奏
会

〜
第
２
回
大
連
市
第
四
十
四

中
学
と
の
夕
べ
in
松
前
〜

中
国
大
連
市
か
ら
中
学
管
弦
楽

団
・
民
族
楽
団
を
迎
え
、
国
際
交

流
演
奏
会
を
開
催
し
ま
す
。

日
時

７
月
７
日
（
月
）

開
場

１５
時
３０
分
〜

開
演

１６
時
〜

場
所

松
前
総
合
文
化
セ
ン
タ
ー

広
域
学
習
ホ
ー
ル

出
演

中
国
大
連
市
第
四
十
四
中

学
管
弦
楽
団
・
民
族
楽
団

伊
予
高
等
学
校
吹
奏
楽
部

松
前
中
学
校
吹
奏
楽
部

主
催

日
中
青
年
旅
行
財
団
、伊
予

高
等
学
校
、松
前
中
学
校

共
催

松
前
町
教
育
委
員
会

入
場
料

無
料

問
い
合
わ
せ

愛
媛
県
立
伊
予
高
等
学
校

�
９
８
４
―
９
３
１
１
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平成２０年４月１日から平成２２年３月３１日までの間に、建築士などが証明する一定の省エネ改修工事を行っ
た住宅について、一戸あたり１２０�分までを限度とし、翌年度分（１年度分のみ）の固定資産税額を３分の
１減額します。

【要件】� 平成２０年１月１日以前から存在する住宅（賃貸住宅を除く。また、併用住宅の場合は居住部
分が２分の１以上）であること

� 次の改修工事のうち、一定の省エネ基準に適合することになった住宅
� 窓の断熱性を高める改修工事
� 窓の断熱性を高める改修工事と併せて行う次のいずれかの工事

（外気などと接するものの工事に限る）
ア 床の断熱性を高める改修工事
イ 天井の断熱性を高める改修工事
ウ 壁の断熱性を高める改修工事

� 改修工事に要した費用が３０万円以上であること
（省エネ改修に直接関係のない改修の費用は含まない）

� 新築住宅及び耐震改修による軽減措置を受けてないこと

該当する場合は、改修工事後３か月以内に関係書類を添付して申請することが必要です。詳細について
はお問い合わせください。

問い合わせ 役場税務課資産税係 �９８５－４１１１

inform
ation

７月の納税
固 定 資 産 税 第２期
国民健康保険税 第１期・全期
（普通徴収）

納期限は

７月３１日（木）
納期限内にお納めください。

口座振替日は

７月２５日（金）
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